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令和５年度(２０２３年度)第１回豊中市総合教育会議 議事録 

 

１．日時 

令和５年(２０２３年)６月２０日(火) 午前９時３０分～１０時３０分 

 

２．場所 

豊中市役所第二庁舎 ３階大会議室 

 

３．出席者 

市     長            長 内  繁 樹 

教  育  長            岩 元  義 継 

教育委員会委員（教育長職務代理者）    山 野 佳 世 子  

教育委員会委員            赤 尾  勝 己 

教育委員会委員            松 本  裕 美 

教育委員会委員            堀 田  博 史 

教育委員会委員            黒 田 久 美 子  

 

 

４．案件 

(１)  豊中市総合教育会議の運営等についての一部改正 

(２)  本市におけるＩＣＴ活用の方向性について 

(３)  豊中市立学校における保護者負担について 
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５．出席職員 

都市経営部 

 

教育委員会事務局 

 

部             長 籔 床  和 弘 

次 長 兼 経 営 戦 略 課 長 森 田  宏 人 

経 営 戦 略 課 長 補 佐 田 中  絵 里 香 

経 営 戦 略 課 大  重    友 香 

  

経 営 戦 略 課 主 幹(教育委員会事務局 教育総務課) 田 上  淳 也 

経営戦略課副主幹(教育委員会事務局 教育総務課) 松 村   有 

経 営 戦 略 課 主 査(教育委員会事務局 教育総務課) 南    幸 太 

経 営 戦 略 課 主 査(教育委員会事務局 教育総務課) 外 園   博 人 

事 務 局 長 長  坂   吉 忠 

教 育 政 策 監 中 尾  栄 一 

理 事 藤 原  二 郎 

次 長 兼 社 会 教 育 課 長 北 村  宣 雄 

次 長 兼 教 職 員 課 長 森 山  幸 雄 

参             事 堤  昌 子 

教 育 総 務 課 長 補 佐 佐 加  康 彦 

学 務 保 健 課 長 中 積  崇 

学 務 保 健 課 長 補 佐 石 井  真 理 子 

学 校 施 設 管 理 課 長 桑 田  篤 志 

社 会 教 育 課 主 幹 久 住  浩 一 

読 書 振 興 課 長 須 藤  有 美 

教 育 セ ン タ ー 所 長 森  真 理 子 

学 校 教 育 課 長 田 中  克 嘉 

児 童 生 徒 課 長 井 上  倫 子 

学 び 育 ち 支 援 課 長 松 本  光 真 

学 び 育 ち 支 援 課 主 幹 津 田  晋 

中 央 公 民 館 長 弘 中  伸 明 
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６．議事 

長内市長 

・本日１つ目の案件、豊中市総合教育会議の運営等についての一部改正の件、事務局

より説明をお願いする。 

 

田上主幹 

・資料１、豊中市総合教育会議の運営等について、ご覧いただきたい。地方教育行政

の組織及び運営に関する法律、第１条第４項の規定に基づき、豊中市総合教育会議の

運営等に関し必要な事項を定めている。 

・３ページの訂正箇所をご覧いただきたい。組織機構改革があり事務局の担当課の名

称が経営計画課から経営戦略課に変更となったが、今後も組織機構改革による担当課

の名称変更があることも考えられることから、第１２条の規定を削除する。 

・削除により運営そのものに影響を及ぼすものではない。ご承認いただけるようお願

いする。 

 

長内市長 

・提案のあった総合教育会議の運営等についての一部改正は、今後も組織機構改革に

よる担当課の名称変更は可能性があることから、固定した名称を省く提案である。提

案のとおり一部改正してよいか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

長内市長 

・提案のとおり一部改正することとする。 

・次に「本市におけるＩＣＴ活用の方向性について」教育委員会事務局から説明をお

願いする。 

 

森所長 

・本市におけるＩＣＴ活用の方向性として、本市では、豊中市教育振興計画や教育行

政方針、またＩＣＴを活用した学びの基本方針等に児童・生徒の情報活用の能力の育

成について必ず記載がある。 

・情報活用能力を育成するに当たって、本市としては、ＩＣＴの環境整備は重要であ

ると考えている。普通教室に大型モニターを導入しており、児童・生徒一人１台タブ

レットを３万２，４００台、教員用タブレットを１，８００台、普通教室に電源キャ

ビネットを導入、校内ネットワークの改善やアクセスポイントの交換、またＧＩＧＡ

スクール運営支援センターの開設やＩＣＴ支援員の配置をしている状況である。 
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・本市において児童・生徒はタブレットを使って、意見交流や情報の共有、授業支援

ソフトなどの機能を使って意見を自由に見ることができるようになったり、またその

ソフトを使って共同作業を行って班学習をしたり、タブレットドリルなどを使った個

別学習などに取り組んでいる状況である。 

・ＩＣＴ活用における新しい教育の方向性としては、児童生徒のタブレット端末を導

入して２年半で、効果的な活用の一歩手前のところである。授業の中で教師主導は７

割、子ども３割で活用している形であるが、理想形としては、発展期では、子ども自

身が課題を選んだり、学習方法を決めたりして、子ども主体の活動が７割、教師のサ

ポートが３割のような授業展開が理想的と考えている。 

・課題としては、教員のＩＣＴ活用指導力の向上や、児童・生徒の探究活動の充実、

学力向上が考えられる。 

・授業改善を行っていく中で、情報活用能力が身に着くと考えている。 

・本市における今後の教育データの利活用については、現在は、学校や子ども自身が

データを見ている状況であるが、これからは、教育データを教育委員会として管理し

たいと考えている。学習分析をし、教員がそれに合わせた問題について一斉配信す

る、習熟度に合わせた問題をＡＩ分析により自動配信する。クラス別や単元別に正答

率を確認し、それを教員へフィードバックしていくなどの個別最適な学習の充実が重

要である。塾や家庭との相乗効果も期待している。 

・教育のダッシュボード化をし、それをティーチング・ポート・フォリオ、また各種

ポート・フォリオへとＰＤＣＡサイクルを回していくような取組みが今後必要だと考

えている。 

・「今後の教育における生成ＡＩ等の活用の展望について」デジタル庁・総務省・文部

科学省・経済産業省が示している教育データ利活用のロードマップであるが、令和４

年１月に出されたものである。 

・説明したとおり、学校だけでデータを活用するのではなく、地域や国全体として教

育のビッグデータを活用しながら先生方の働き方改革、子どもの学力向上、いろんな

ところのデータの活用を考えているという図になっている。 

・教育における生成ＡＩ等のデジタル技術の活用については、メディアでもかなり取

り上げられているが、生成ＡＩとは、あらかじめ学習された大量のデータを基に、文

書や画像、音楽などを生成する能力を持った人工知能のことである。 

・課題として、誰でも手軽に使うことができる一方、情報漏えいや著作権などの権利

侵害のリスクなども指摘されている。 

・令和５年５月１９日には、文部科学省より「Ｃｈａｔ ＧＰＴ等の生成ＡＩの学校

教育の利用に向けた今後の対応について」という通知がきているがその中では、生成

ＡＩでは様々な議論や懸念があることや、批判的な思考、創造性への影響、また個人

情報や著作権保護の観点にリスクなどの整理が必要と言われている。 
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・学習指導要領に位置づいている情報活用能力との関係性、自分の考えを訂正し、そ

こに生かすといった視点も重要であると言われている。 

・国では、既に学識経験者や現場の教員に対するヒアリングを開始して、夏前には、

ガイドラインＶｅｒ１.０が出ると言われている。 

・本市においても教育の中でＣｈａｔ ＧＰＴ等の生成ＡＩを学校における利用が必

要であると考えている。 

・教員の授業準備支援、文書作成等、またプログラミング教育への活用、情報活用能

力の育成の問題解決や探究における情報活用でＣｈａｔ ＧＰＴ等の生成ＡＩが活用

できるのではないかと考えている。 

 

長内市長 

・ＩＣＴの利活用、方向性について教育委員会事務局から説明があった。コロナ禍に

おいて一斉に３万２，４００台入り、１年遅れで教員用タブレットも入り、一人１端

末が本市ではスタンダードとなっているが、これからどう生かしていくのか。 

・Ｃｈａｔ ＧＰＴは私も使ってみたが、いとも簡単に日本語の転用ができ、職員が

つくる文章よりしっかりしており、それだけに信ぴょう性も出てくる。そのようなと

ころに危機感も持ちながら、教育の場で使っていくことについて、導入１年目は大変

かもしれないが、国は８月にＣｈａｔ ＧＰＴについて指針を出すと言っている。そ

れ以前に、我々としても国より先行して議論しておく必要があるということで、本日

の議題に挙げたが、各委員からご意見を伺いたい。 

 

山野委員 

・新聞記事にも結構掲載されていたが、本年の夏季前に文部科学省のガイドラインが

出るようだ。 

・新聞記事しか拝見してないが、この件については「Ｇ７広島サミット」でも分科

会、部会で各国の首相がメリットとデメリットについて議論していたと思う。 

・昔の学校現場の感覚でいうと、スマートフォンの使用についての議論と同じである

と個人的には思う。多分Ｃｈａｔ ＧＰＴを使わないという選択肢はないと思うが、

かつてスマートフォンを持つことについての議論のときは、「うちの子どもには持たせ

ません」という意見が当時は出ていた。結局は使い方の問題であると思うので、Ｃｈ

ａｔ ＧＰＴで文書が簡単にできるが、よく読めば「てにをは」がきちんとできてい

るときもあれば、少し文章の生成がおかしいということがあるということなどがあ

り、大学の学識者は、結局それを使う人が主体的に見極める力を学校現場では、培っ

ていかないといけないとおっしゃっていた。 

・情報活用能力や子どもが主体的に見極める力に行きつくまでには、かなり時間がか

かるし、それを指導する教員のスキルもいると思う。 
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・私も学校現場で校長をさせてもらっていたときにＧＩＧＡスクール構想ができ、タ

ブレット活用が始まり、そのときもやはり教職員の中でも得意な方と苦手な方がおら

れ、校内で一緒に研修し、学校全体として取り組んでいたことを思い出した。これか

らの小学校における学校現場において、どこまで求めるべきであるかは検討していか

なければいけない。どのように検討するのか、私は具体的なことは分からないが、使

うか使わないのかという話ではないので、どのように現場で活用するのがいいのかと

いうことであると思う。 

・学識者の話では、大学生の卒業論文や研究論文は、大体Ｃｈａｔ ＧＰＴを使って

いるが、それを見極めるのは困難であり、本人が実際に書いたのか、ＡＩなのか、な

かなか判断が難しい現状とのことだが、小・中学生にとって何が目的で、どう使うの

が一番いいのかというところに論点を絞って、皆さんで議論したらいいのではないか

と個人的には思う。 

 

長内市長 

・ブレーキよりもコントロールの方が大切であるということであると思う。 

 

松本委員 

・本当に今の時代ではＣｈａｔ ＧＰＴは使わずに済ませることができないものであ

ると思う。山野委員がおっしゃったように使い方をしっかりと教育現場でも考えてい

かないといけない。 

・スマートフォンのときもそうであったが、子どもたちのほうが理解は早く、大人が

追いつく前に、子どもたちの方のスキルが早く上がっていく。大人側が一刻も早く、

スキルを積んでいかないと子どもたちのコントロールができなくなるという危惧は持

っていないといけないと思う。 

・人間同士の直接の対人関係というのは、やはり根本的なところで、特に子どもの時

代は大事であると思う。このようなＩＣＴ教育と並行して、絶対にそこは手を抜いた

らいけないと感じている。 

・様々なベンチャー企業でも、次から次へと情報交換はできるが、人が集まって話し

合わないと発展していかないということはよく聞くので、そのあたりのバランスを保

ちながら、どのように使っていくのか。全然私は分からない分野ではあるが、生の人

間を踏み外さない進め方が大事であると思う。 

 

黒田委員 

・実際にタブレットの導入後、小学１年生の授業参観に行ったときも、子どもたちは

使いこなしていました。手で絵を描いたり、ミラーリングしたり、発表したりという

ことができるのです。その光景には少し驚きましたが、そのときに先生の方が使い方
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を理解できず、どうしようか困っているときに得意な親御さんが教えているような場

面があった。 

・先生も大変だし勉強しないといけないし、親御さんも分かっていないといけない。

ある程度の知識がないと子どもに対して注意もできない。本当に松本委員がおっしゃ

ったとおり、私も人としての心が、とにかく置き去りにならないようになってほしい

という思いが強い。 

・個人的には個別最適な学習実現により塾、家庭学習との相乗効果に期待するという

ことには保護者目線として違和感があります。 

 

長内市長 

・違和感はどのような部分なのか、指摘してもらいたいと思う。 

 

黒田委員 

・塾ありきになっていることが大変気になる。最近、塾に行かないと受験に影響が出

るとも言われる。とにかく情報がない。学校の先生から懇談で「塾に聞いて」とはっ

きり言われる。さらに、この後、経費の話も出てくるのではないかと思うが、格差が

一瞬で出てきてしまうのではないか思う。本来、学校で終了する学習がいいはずなの

に、塾に行かないといけないということで、子どもたちは本当に忙しくて、全然、経

験を積む時間もないということに対して大変違和感がある。 

 

長内市長 

・公教育の中で塾ありきを前提とした教育のＩＣＴやカリキュラムは少し違うのでは

ないかという意見について、納得である。 

 

堀田委員 

・豊中市の今年度のＩＣＴ環境整備の状況を拝見すると、ＧＩＧＡスクール運営支援

センターの開設やＩＣＴ支援員の１校１名配置ということが挙げられる。 

・国の整備状況の平均値よりも、はるかに高いレベルで推進しているということは、

非常にすばらしいことであると思う。 

・６月１６日に経済財政運営と改革の基本方針２０２３、いわゆる６月１６日骨太方

針２０２３が閣議決定され、その中で一人１台端末活用の情報活用能力育成は国策で

あるという表記が出ていた。国策になったということは、子どもたちに対する情報活

用能力の保証が非常に強い意味合いを持ってくる。学校現場でも使う、使わないとい

う議論がされたりすることや、学校間格差、学校内格差があるということは許されな

い状況になったのではないかと感じている。 

・これまで以上に、ＩＣＴに関する研修を充実させる必要がある。 
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・情報モラルやデジタル・シティズンシップの教育を並行することが、非常に大切で

ある。端末だけ使うとなると健康を害する恐れもある。稟議的な問題も出てくるので

豊中市は今までもされていると思うが、並行することが、より必要になると思う。 

・山野委員もおっしゃたように、Ｃｈａｔ ＧＰＴについては、使わないという選択

肢は出てこない。７月に発出される文部科学省のガイドラインにもそのような記述

が、間違いなく出てくると思う。 

・ガイドラインは「情報モラルやデジタル・シティズンチップの教育を並行してやり

なさい」という文言になってくると思う。Ｃｈａｔ ＧＰＴを使う、使わないという

こと、また、使って有効活用するということも含めて、モラルの教育をきちんとやっ

ていかないといけない。また、きちんとやったとしても色々なトラブルが出てきてし

まっては、豊中市にとって大きなダメージになるのではないかと思う。 

・ある会社では、エクセルの経理データを「パワーポイントにしてください」とＣｈ

ａｔ ＧＰＴのようなところに入れると、パワーポイントに自動生成してくれるＡＩ

のＣｏｐｉｌｏｔというサービスを開始している。それが我々の事務的な作業や研究

的な作業を助けてくれるので、そのようなサービスがＧｏｏｇｌｅもＡｐｐｌｅも含

めて、これから多分に始まってくると思う。子どもたちが頭でイメージしたことが、

Ｃｈａｔで音声入力したら、それが画像になるということは、技術的にはもうできて

いる。それをいかに活用するかということを東京学芸大学など、先進的なところでは

されているが、早いうちに社会教育の中でも地域の方に研修し、それから保護者や、

子どもたちへの研修は進めていったほうがいい。「現状はこのような感じです」と段階

を経た研修も必要になるのではないかと感じている。 

 

長内市長 

・デジタル・シティズンシップは教育委員会事務局だけの話ではなく、市でも行政機

構の中に、新しい概念として入れていかないといけないと思う。 

 

赤尾委員 

・私は関西大学で教職支援センター長という立場だが、そこで早速Ｃｈａｔ ＧＰＴ

の話をし、これから教員養成に関わる先生には、ぜひその活用を意識しておかれるよ

うに呼びかけたところである。 

・先日、当学校内でＣｈａｔ ＧＰＴの教員向けの研修があったが、私も参加した。

私もアナログ人間であるが、そのような中で、どうそれを使っていけばいいのかとい

うことで、実際に実技も踏まえた研修を受けた。 

・堀田委員がおっしゃったように、豊中市内の教職員にそのような研修をきちんとや

っていくということが必要ではないかと思う。 
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・ＩＣＴについては、各教科の中で、全般に等しく同じような形で活用できるのか。

向き、不向きの教科をまず見ないといけないと思う。 

・市独自のやり方で９年間を見通したところで各教科についての年間指標計画の中で

ＩＣＴやＣｈａｔ ＧＰＴはどのように位置づくのかということについて、研究を行

う必要がある。 

・研修については、幾つかのＣｈａｔ ＧＰＴ重点校を設け、そこで先進的な授業を

ほかの学校の先生も見学できることができる研究授業のようなものをやっていただき

たい。 

・吹田市教育委員会においては、ＩＣＴをいじめ予防に関して使っていくという先進

的な取組みがあり、豊中市においても、試みてもいいのではないかと思う。 

 

長内市長 

・一人１台タブレットを持っている岐阜市の不登校特例校の草潤中学校が、登校した

ときに出席簿で出欠を取る代わりに、本人が生徒番号を入力したときに、「今日の気

分」を３段階で入れるような仕組みがあったことを思い出した。 

 

岩元教育長 

・生成ＡＩのない世界でこれから子どもたちが生きていくということはあり得ない。 

・これまでとの違いは、インターネット上で自分の分からないことは、単語さえ打ち

込めば、関連した情報が山ほど出てくるので、参考にしながら、いろいろ学ぶという

プラスの側面もあれば、プラスの情報、マイナスの情報、誤った情報、差別や偏見に

つながるような情報がネット上にはあふれているので、そのようなことに触れる機会

にもなってしまう。この問題は今でもあることで、Ｃｈａｔ ＧＰＴができる前か

ら、ネットの活用の在り方、情報モラルは教科書にも載っているし、しっかり学校で

も学んでいると思う。 

・Ｃｈａｔ ＧＰＴは、文章でそのままダイレクトに返してくる。今までならば、バ

ラバラの単語なり、その説明がいろいろな形で出てきていた。一つの流れるような日

本語で出てくるというのが今までとの大きな違いであると思う。 

・出てきた文章が正しいかどうか判断するのは、私たちであり、リスクもあるという

ことを十分理解した上で接していく姿勢が大事であると思う。 

・Ｃｈａｔ ＧＰＴを活用できる部分は必ずあると思う。使い方のルールをいかにつ

くっていくのかということに尽きると思う。 

・事務改善の部分で飛躍的に楽になるということも当然見込めるので、我々もしっか

り見極めて進めていく必要があると思う。 
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長内市長 

・Ｃｈａｔ ＧＰＴは、世の中の様々な情報をアップするが、全部が丸という情報だ

けではない。丸や三角、バツの情報も含めて、全部寄せ集めて普通の日本語にしてく

れる。全てが丸の情報だけであればいいが、丸とバツが混在している文章をつくる可

能性もある。 

・いろいろな情報を知る上から言えば、丸も三角もバツも必要だが、本物を見極める

力が、活用する人にあるのかどうかだが、おそらくないだろう。私も知らない分野に

ついて、いかにもまっとうな文章で書かれたら信じてしまうと思う。 

・ＩＣＴも日本の国、大阪府、あるいは豊中市だけ慎重に考えるという時代ではない

ほど進化が速い中で、きちんとうまく活用できるようにしていきたい。 

・タブレットの更新時期が来るが導入時は、タブレット端末も４、５万円だったが、

今は倍ほどの価格になっていると思う。現在とこれからの子どもたちにとっては必須

のものであるので、機器の更新だけではなく、きちんと学びの保障にもコストをかけ

ていきたいと考えている。 

 

長内市長 

・次に「豊中市立学校における保護者負担費の方向性について」教育委員会事務局か

ら説明をお願いする。 

 

長坂教育委員会事務局長 

・豊中市において宿泊行事費の全額補助について、取組みを進めている。豊中市立学

校における保護者負担費無償化の方向性について考えていることを説明させていただ

く。 

・狙いについては、無償化することによって、学校教育に係る費用負担が軽減されて

いくことによって、学校側においては、公教育の充実、児童・生徒側においては、安

心して学校教育に参加するということが実現していくということと捉えている。 

・現状の学校教育においての保護者負担費について資料をまとめており、いろいろな

費用を保護者負担費として挙げているが、この表については、上段に学校教育に直接

的に係る費用、下段に児童・生徒個人の所有物としての性格が強い費用を表記してい

る。学校給食費については、国において無償化の検討が進んでいるので、この表記に

は収めていない。 

・保護者負担費について、義務教育９年間で一人当たりどれくらいの費用がかかって

いるかということについては、右側に表記しており、こちらも学校給食費は除いてい

るが、一人当たりで約３４万円の負担が出てくると見ている。 

・無償化について、宿泊行事費は他市において町村等小規模自治体の事例があるが、

保護者負担費全体、全ての無償化事例がない。 
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・現在の就学援助制度と無償化を進めていった場合の比較について表している図で

は、生活保護世帯の上に就学援助世帯がある。その上に就学援助の対象にならないが

経済的に余裕がない世帯があるが、最近の物価高騰等の影響にあり、このようなとこ

ろの世帯が増えてきているのではないかと見ているが、無償化が進んでいくというこ

とによって、対象にしていくことができるようになっている。 

・無償化による効果では、学校教育に係る費用負担の軽減が進んでいく中、学校にお

いては、公教育の充実、児童・生徒においては、安心して学校教育に参加できること

が挙げられる。経済状況等、気にすることなく教材等をそろえていくことによって、

このようなことが実現し、その先には学力向上への波及も期待していけるのではない

かと考えている。 

 

長内市長 

・さきの議会に提案したとき、公平性の観点で、私立学校へ行っている小・中学生に

対する負担はどうなるのかという議論があったが、その点はどうか。 

 

中積課長 

・豊中市において、提供の公教育について授業負担の無償化を考えているので、基本

はそうだが、就学援助については、ほかであまり事例はないが、公立・私立等も対象

としているので、そちらで援助する考えである。 

 

長内市長 

・本市に就学援助という仕組みがあるが、現在は公立・私立を問わず援助している。

説明のあった部分については、これからそれも視点に入れていくということか。 

 

田上主幹 

・豊中市が提供している学校教育に係る費用の負担を軽減することから始めたいと考

えている。また、学校給食においても、現実的にはそれぞれの公立校の義務教育で提

供する費用の範囲の中で考えているところがほとんどである。我々が提供する公教育

の中での費用の負担の軽減から始めたいと考えている。 

 

長内市長 

・議論を進める上で、本市立の小・中学校で行われる公教育に関しての保護者負担費

の無償化の方向性ということで、今回は議論を絞らせていただけたらと思う。 
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山野委員 

・私が一番気になるのは、所得の関係で就学援助の対象ではないが、経済的に余裕が

ない家庭があり、修学旅行費の上限が上がったとき、家庭の負担になるということで

ある。 

・給食の無償化について、今は完全給食になったが、私が中学校長の時はまだ選択制

であり、ほとんどの生徒がコンビニで買ってきたものや、持参の弁当であり、先ほど

の教育と同じで経済面でも格差があり、そのあたりの実態を現場の中にいると大変感

じていた。 

・以前に校内で議論した覚えがある課題で、本市の子どもたちにとって、一番予算を

かけてあげるべきものは何なのかを様々な角度から考えていかないと、予算は湯水の

ようにあるわけではないので、財源が限られている中で、どこにしっかり投じていく

かということは大事なことであると思っている。 

・目先のことだけではなく、５年後、１０年後を考えたときに、保護者負担費の軽減

は大事なことだが、保護者の方の負担が減るようにということと、子どもたちにとっ

て一番大事なところにお金をかけるということをいろいろな角度から議論していく必

要があるのではないか思う。 

 

長内市長 

・一番、先に考えないといけない限られた財源の中で行うと視点でご意見をいただい

てありがたい。 

・今回は学校教育の中で、一番根幹となる教材や修学旅行も学校教育行事の中に入っ

ている。その部分に着目したという視点である。 

 

松本委員 

・保護者の所得は無関係であるということが目標である思うが、過渡的なところで

は、優先順位があるので、財源確保や何に重点を置くか考えながら、実質的な子ども

の領分から見ると、保護者の所得状況がどうであったとしても、優先させていこうと

いうことを考えながら教育を受けさせてあげないといけない。大人として、市の義務

として実行しないといけないというところをピックアップしていく時期が必要ではな

いかと思う。何が公平なのかという問題は、大変難しいが子どもたちの成長は待って

くれないので、時間的、質的、医療的、様々な面から優先順位は考えていかないとい

けないと思う。 

 

黒田委員 

・義務教育９年間で学校給食費を除き一人当たり約３４万円も保護者が負担している

という数字を見たときに、物価高の影響もあり生活が大変苦しいであろうと思った。 
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・中学校の制服の有無など学校によって様々な差があると思う。 

・教材費に関しては算数セットなど、学校で共有のものになれば保護者負担の軽減に

なると思う。 

・中学校のクラブ活動が一番差の出るところではないかと思い、懸念している。 

 

堀田委員 

・無償化になることは保護者に対する負担軽減で非常にいいと思うが、ドリルについ

てデジタルと紙の両方があるなど、重なっている部分については、段階的にデジタル

ドリルに進めていこうという背策があると思う。 

・市民には保護者負担をゼロにしましたと言うのではなく、まず重なりの部分をなく

すことで負担が軽減されるということを示すのも一つの方法かと思う。 

・公教育の充実の中で、最終的には、その先には学力向上への波及が期待できるとい

うことになったとき、費用が発生するかどうかは分かりません。これが無償になった

としても、新たに「このような部分での費用が必要なのです」というところも合わせ

て今回、示しておいたほうがいいのではないかと思う。 

・今、学校教育の中でペーパーテストの成績がデジタル化されて、先生側に返ってき

ているが、それを見て、この子にはどのような指導をすればいいのか、どのような問

題を出したらいいのかいうことを援助として、データを見ながら長年の勘で子どもた

ちに情報を提供している。それはあくまで、先生側が子どもたちに提供するものだ

が、国の方針としては、子どもたち自身が自分でデータを見て、自己調整することが

大切であると言われているので、そのデータを子どもが見るために、保護者負担が必

要であるということが出てくると思う。そう考えると、紙のドリル代として月２００

円程度負担している部分をデジタルに置き換えると１００円負担となるが、負担とし

ては残すことになる。ただ、「学力向上に非常に波及効果があると市では考えます」と

いうようなことを今回の無償化の方向性の説明の中に多少あってもいいのではないか

と思う。 

 

長内市長 

・何のために無償化にするのか。無償化のために税を投入するという目的はもう少し

はっきりしないといけない。 

 

赤尾委員 

・宿泊学習を無償化していくという方向性については賛成したいと思う。所得基準額

が二人世帯で年収２４３万４，４００円以上の方たちは、就学援助の対象にならない

となっているが、この辺がこれでいいのか、少しは検討する必要があるのではないか

と思う。 
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・やはり保護者が支払う費用一覧の中に、特に教材費、各教科の実習費、校外学習費

などは優先度が高いと思う。それ以外の部分は微妙で優先度が低いということでもな

いわけではないが、無償化するにあたって少し考えておく必要がある。 

・堀田委員もおっしゃったように、この先に学力向上の波及が期待できると思うが、

これが本当に学力向上につながるのか、もう一段この間に何か必要なものがあるので

はないかと感じている。無償化について気持ちとしては分かるが、そこをもう少し

我々は考えていく必要があるのではないかと思う。 

 

岩元教育長 

・国では今、学校給食費の無償化に向けた検討が進められており、市独自で個別実施

の自治体が増えている状況であるのは、各方面で報道されているとおりである。 

・本市においては、給食費の無償化ではなく、物価高騰による値上がり分を補填する

ことで、保護者の負担が増えないよう対応しているところである。 

・基本的に給食は衣食住の部分からいうと、学校がある日もない日も食事をするとい

う意味では、それに対して市が公費を支出するということは、本来の優先度からする

と少し違うのではないかといつも感じているところである。 

・今回無償化の方向性として出させていただいた修学旅行、宿泊行事はあくまで学校

教育活動の一部として実施しているものであって、今現在、日本では義務教育は無償

化となっていますが、無償となっているものは教科書と授業料である。それ以外のか

かる費用は保護者負担となっている。そのような意味で教科書も授業料も所得に関わ

りなく無償となっているわけで、その無償化の範囲をもう少し広げていくべきではな

いかということが基本的な考え方、理念であると思っている。 

・優先度を考えていく必要はあると思います。一度に無償化となると財源の問題もあ

ると思うので、まずどの費用からなのか、見極めながら進めないといけないと思う。 

・給食費の無償化の実施自治体は多くあるが、保護者負担費に踏み込んでいる自治体

はほとんどない。これは恐らく、事務上の難しさもあるのではないかと思う。学校ご

とに保護者負担費の額がかなり違う。そのような意味で、一律無償化していくときの

手法の難しさ、財源の問題という部分を乗り越えないといけないということである。 

・宿泊行事でさきの議会に補正予算を上程したが、保護者負担費に踏み込んでいくと

いうことは、私は本市にとっては大きなチャレンジであると思う。これをしっかりや

り切ることで、本来の義務教育無償というところにどれだけ近づけることができるの

かというところで、取り組んでいきたいと思う。 

 

長内市長 

・給食費については一人いくらかという負担額である。修学旅行は行き先によって費

用が違うが、学校がそれぞれ児童・生徒と話し合いながら行き先は決めるのか。 



15 

 

田上主幹 

・何年か前から各学校で決めていくので、その段階ではなかなか意見聴取まではでき

ていないこともあるかも知れません。 

 

長内市長 

・各学校の教育カリキュラム、あるいは独自方針がある中で無償化した場合の投入額

も違ってくる可能性はある。例えば修学旅行で沖縄県へ行く学校は６万円、長野県に

行く学校は４万円かかるなどという差をどうするのかという課題はある。 

・学校教育において、保護者が支払う負担、経費という観点で言えば目的は同じだ

が、市が公費を投入するという点については、ばらつきが出てくる。そのことについ

て、どのように説明していくのか。例えば修学旅行は海外に行くという学校があった

りすると、公費が出せるのかどうかという議論にもなってくると思う。 

 

長内市長 

・本日は、市立学校における保護者負担費の無償化の方向性について、様々な議論を

いただいた。今後も今回の議題の点をどのように進化させていくのか皆さんと一緒に

議論させていただきたいと思う。 

・事務局から連絡事項はあるのか。 

 

田上主幹 

・次回開催につきましては、現時点においては、１２月中の実施を考えているので、

よろしくお願いしたい。 

 

長内市長 

・以上で、第１回の豊中市総合教育会議を終了する。 

 


